
分野別専門委員会の活動概要

【金融証券専門委員会】

１ 目的

金融証券の分野での迅速かつ適正な検察権行使のためには，経済，財政，

金融及び証券等の知識，見識が不可欠であることから，そのために必要な知

， 。見を集積し 現場支援及び人材育成の両面で活用することを目的として設置

２ 活動概要

検外部専門家の講演会や関係機関等との意見交換会を開催しているほか，

察職員の意見等を踏まえ，金融商品取引法等違反事件の捜査・公判に必要な基

礎資料をデータベース化するとともに，金融証券の基礎的知識を習得させるた

めの資料として，株取引をはじめ法律改正に係る解説等を作成して検察職員間

で共有することで，必要に応じて必要な情報に容易にアクセスできる環境を整

備している。

【特殊過失専門委員会】

１ 目的

（ 。）人の死傷を伴う多様な事故 自動車の運転に伴う一般的な交通事故を除く

が発生しており，これに刑事司法が適切な対応をするため，必要な知見を集積

し，これを有効に活用することを目的として設置。

２ 活動概要

特殊過失事案に対する刑事司法の関与の在り方や検察における特殊過失事案

の捜査等に関する専門的知見を集約するため，過失理論に関する研究業績の多

い刑法学者による講演会・意見交換を通じて近時の過失犯をめぐる理論状況等

に関する知見を深化させるとともに，特殊過失判例及び特殊過失事例を収集・

， 。整理し 必要に応じて必要な情報に容易にアクセスできる環境を整備している

【法科学専門委員会】

１ 目的

法科学に関する必要な知見を集積し，これを有効に活用することを目的とし

て設置。

２ 活動概要

警察等関係機関との意見交換を実施しているほか，科学的知見を捜査・公判

に活用した事例を各庁から収集して資料化し，関係機関との意見交換で得られ

た情報・知見とともに，検察職員間で共有している。



【知的障がい専門委員会】

１ 目的

知的障がいに対する知見を集積し，これを有効に活用するとともに，知的障

がい者に対し，刑事政策上必要な配慮等が適切に行われることを目的として設

置。

２ 活動概要

知的障がい者に対する取調べの在り方や様々な障害の特性等について，外部

専門家及び関係機関との意見交換を行うなどした上，集約した情報・知見を検

察職員間で共有し，活用できるようにするとともに，福祉機関及び刑事政策専

門委員会と連携し，罪を犯した知的障がい者の再犯防止及び社会復帰施策の在

り方について検討を行っている。

【国際分野専門委員会】

１ 目的

検察官や検察事務官が，様々な国際関係業務に従事していることから，その

ために必要な知見を集積し，有効に活用することを目的として設置。

２ 活動概要

多様な国際関係業務に従事するために必要な知見の集積・活用方策とこれに

関連する人的・物的体制の整備の在り方について，外部専門家の講演会や関係

機関との意見交換を行い，集約した情報・知見を検察職員間で共有し，活用し

ている。

３ 刑事司法に関する国際フォーラム研究会

国際人権法の専門家及び国際分野専門委員会委員を構成員とし，刑事司法に

関する国連のＢ規約人権委員会等における最新の議論やその方向性，我が国へ

の影響等について議論・検討し，検察として，刑事司法の国際的動向について

の知見を集積するとともに，我が国検察に関する適正な情報の国際的発信に資

することを目的として，国際分野専門委員会の下に設置。関係機関及び国際人

権法の専門家との意見交換等を実施している。

【組織マネジメント専門委員会】

１ 目的

検察組織において，有効な人材開発・育成・教育を行い，適切な人事政策を

推進するため，これらに必要な知見を集積し，これを有効に活用しつつ，これ

らの諸問題に長期的かつ継続的に取り組むことを目的として設置。

２ 活動概要

検察職員に対する研修カリキュラムの検討・見直しや「検察の理念」の反映

・浸透・実践，各庁の職場学習の促進活動を行うとともに，組織運営に関する



調査の分析結果に基づく検察組織の改善・向上のための方策について，各参与

との意見交換を行いながら必要な知見を集積し，活用している。

【刑事政策専門委員会】

１ 目的

刑事政策の在り方やこれに関連する諸問題について広く検討を行うことに

より，刑事政策に対する理解を深めるとともに，これらの知見を有効に活用

して犯罪の防止や罪を犯した者の更生等に寄与することを目的として設置。

２ 活動概要

専門家等の講演会やシンポジウムを開催するほか，検察庁における社外部

会福祉士の任用や保護観察所及び福祉等関係機関との連携の促進，一部執行猶

予制度導入に向けた検討など，被疑者・被告人の再犯防止に向けた検討・取組

を行うとともに，被害者支援に関して検察内外において実施されている様々な

取組や新たな試み等の情報を入手して分析・評価した上，有益な取組や試みに

関する情報を各庁に提供し，情報共有を図っている。


